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研究要旨 
本研究は、第4期がん対策推進基本計画の進捗評価に資することを目的として、小児がん患
者およびその家族の診療体験を把握するための「第2回小児版患者体験調査」の計画を策定
した。前回調査（平成31年度）の課題を踏まえ、専門家・患者会・学会と連携し、調査対象、
方法、項目、集計方法について検討を行った。 
対象は、院内がん登録症例情報を用い、2021～2022年に診断された18歳未満の小児がん患

者とし、13歳以上の患者本人にも回答を求める新たな設計とした。調査票は保護者用と本人
用を用意し、WEBフォームにも対応した。調査項目には、医療の質、支援の受け入れ状況、
教育との連携、社会経済的背景などを含め、小児QOL評価尺度（PedsQOL）やPHQ-2、UCL
A孤独感尺度を用いた。調査票案は市民パネルや患者会等からの意見を取り入れて修正し
た。 
本調査計画は、小児がん領域における患者・家族の視点を反映したエビデンスの創出に資

するものであり、がん対策の評価と政策形成に貢献することが期待される。 

 
A． 研究目的 
本邦では、平成19年にがん対策基本法が策定され、

がん対策推進基本計画に沿ったがん対策が行われて
きた。令和5年3月には第4期がん対策推進基本計画が
閣議決定され、「誰一人取り残さないがん対策を推
進し、全ての国民とがんの克服を目指す。」という
全体目標を掲げた。本計画の進捗評価を目的として、
先行の研究班（次期がん対策推進基本計画に向けた
新たな指標及び評価方法の開発のための研究）では、
特に患者やその家族の主観的な体験を指標として評
価するための発展的な取り組みとして、患者体験調
査について実施方法等の検討を進めてきた。 
これまでに国立がん研究センターでは、厚生労働

省から委託を受けて、成人患者体験調査（平成26年
度に第1回、平成30年度に第2回、令和5年度に第3回）
を実施した。また、平成31年度には18歳未満のがん
患者を対象とした第1回の小児版患者体験調査を実
施した。患者体験調査は、第4期計画の評価のための
データソースの一つとして挙げられている。 
本研究の目的は、小児がん患者やその家族が体験

した診療実態の把握に向けて、前回調査の課題を踏

まえ、令和６年度に実施する小児版患者体験調査計

画の立案である。 
 
B．研究方法 
本研究では、小児がん医療に携わる専門家、小児

がん経験者またはその家族、患者会代表者、関連学

会の理事会および研究者との連携により、以下の手

順に基づいて調査計画の検討を行った。 
 

1. 調査対象者の定義および基準の検討 
本調査の対象は、院内がん登録症例情報を用いて

抽出する。 
まず、調査対象となる小児がん患者の院内がん登

録症例情報上の定義と対象者基準について検討を行

った。前回（平成31年度）に実施された第1回調査の

対象基準を踏まえつつ、社会的また臨床現場の現状

の変化や新たな課題も考慮し、年齢範囲、診断時期、

治療経過、医療機関の種別などについて専門家間で

意見交換を行った。特に、小児がん特有の診療経過

や長期フォローアップの観点から、調査対象の包括

的かつ実効的な設定を目指した。 
 
2. 調査方法の検討 
次に、調査の実施方法について検討を行った。調

査票の配布および回収方法、回答者の匿名性確保、

調査の実施主体と体制、倫理的配慮（インフォーム

ド・アセント／コンセント）について整理し、前回

の運用上の課題を踏まえた改善案を検討した。加え

て、調査に参加する患者・家族への説明内容や負担

軽減策についても協議した。 
 
3. 調査項目の検討 
調査内容は、前回の調査項目を基盤としつつ、臨

床や患者会からのフィードバックをもとに、改訂お

よび新設すべき項目の抽出を行った。具体的には、

治療中に受けた医療の質、治療後の生活への影響、

心理社会的支援の受け入れ状況、情報提供の適切性、
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教育支援などの視点を取り入れた。 
これらの検討を踏まえ、専門家による修正デルフ

ァイ法（1回）を実施し、各項目の妥当性と重要度に

ついて合意形成を行った。その後、調査票案につい

ては、患者会代表者および小児がん関連学会から意

見を聴取し、調査の臨床適応性と患者・家族視点の

反映に努めた。 
 
4. 集計方法の検討 
最後に、収集されるデータの分析手法および集計

方法について検討した。調査結果が第4期がん対策推

進基本計画の進捗評価に資するよう、集計区分はが

ん種別、回答者種別の設定など、分析手法の妥当性

について専門的観点から検討を加えた。また、集計

方法が将来的な政策提言につながるよう配慮した。 
 
C．研究結果 
関係者間での議論を通じて検討した結果は以下の

とおりである。 
 
1. 調査対象者の定義および基準 
 院内がん登録症例情報上の定義は、前回調査から

の比較可能性を確保するため、「変更なし」とした。

対象者定義は、表1に示した。 
 対象者基準は、2021・2022年の2年分の登録症例と

した。対象年齢は、成人年齢の変更に伴い18歳未満

とした。前回調査は保護者のみを対象に実施したが、

当時課題となっていた患者本人の意見を聴取するた

め、13歳以上の小児患者本人も対象とした。また、

前回調査でがん未告知患者が対象になることを想定

して、非がん患者も対象に含めていたが、保護者が

こどもの病名を知らないことが想定できないことや、

参加施設で対象者確保の負担軽減のために、非がん

患者の対象は無しとした。最終的に対象者基準を満

たす対象者は、363施設で症例登録された4306名とな

った。対象者基準詳細は、表2に示した。 
 
2. 調査方法 
調査票の種類は、13歳以上は本人の回答を得るた

め、A票；保護者調査票に加えて、B票：本人調査票

（お子さん用）を新たに設定した。また、回答票を

より獲得するためWEBフォームによる回答を可能と

した。 
調査票の送付は、前回同様、院内がん登録施設に

依頼し、参加同意が得られた施設には対象者分の調

査票を送付したうえで、参加施設で宛名情報を付け

て郵送する方法とした。 
調査同意説明文書は、16歳未満の小児患者の場合

はインフォームドアセント、16歳以上の小児患者と

保護者はインフォームドコンセントと整理し、イン

フォームドアセントでは、年齢に応じた理解が得ら

れるように表現を工夫した。説明同意文書は、別添

資料1、別添資料2に示した。 
 

3. 調査項目 
 がん種別の集計を行うため、院内がん登録情報と

連結し、局在コード，組織型コードを取得する。 
また、臨床課題の解決に向けて、研究者が文献検

索や小児がん経験者や家族の意見に基づき、追加す

る調査項目案を作成した。調査項目は、研究者3名と

小児科医4名対象に小児がん医療の評価としての重

要性を9段階（1:低い～9:とても高い）で評価を依頼

し、平均値で5.0以下は削除候補とした。 
本人調査票には、小児患者の療養生活の質を評価

するため、小児領域で使用されているPedsQOL尺度

をアウトカムとして採用した。保護者調査票では、U
CLA孤独感尺度やうつ症状のスクリーニング項目 

PHQ-2をアウトカムとして採用した。また、社会経済

的背景のアウトカムへの影響を検証するため、家族

構成・世帯年収等の背景情報を追加した。 
 
調査項目案は、がんセンターがん対策研究所の患

者市民パネル5名を対象にパイロット調査を行い、調

査実施可能性と内容妥当性を確認した。その後、小

児がん患者会代表者や関連学会からヒアリングを行

い、調査項目を洗練した。調査票は別添資料3、別添

資料4に示した。 
 
4. 集計方法 
 全数調査のため、集計の重み付け補正は想定しな

い。層別集計は、前回同様にがん種別（造血器・固

形腫瘍・脳腫瘍）に加えて、新たに回答者種別（本

院・保護者）とした。 
 なお、事業報告では、記述統計を主として報告し、

検定や、アウトカムと背景との関連は、原則として

データの二次利用研究として進めることとした。 
 
D．考察 
本研究は、令和6年度に実施した、第2回小児版患

者体験調査の計画立案に向けて、調査対象の定義、
調査方法、調査項目および集計方法について体系的
に検討を行った。第1回調査（平成31年度）からの継
続性を確保しつつ、新たな社会的・制度的背景の変
化、ならびに前回調査で明らかとなった課題を反映
する形で改良を加えた。 
調査対象は、成人年齢の引き下げを受けて18歳未

満を対象とし、また本人の意見を把握する必要性に
鑑みて13歳以上の小児患者本人にも回答を求める設
計とした点は、患者中心のがん対策の推進という観
点から重要な進展である。非がん患者を除外したこ
とについても、倫理的・実務的配慮に基づく合理的
判断といえる。 
調査項目の検討においては、医療の質や支援体制

の評価に加えて、心理社会的側面（孤独感、うつ症
状）や社会経済的要因との関連にまで踏み込んだ設
計がなされた。PedsQOL尺度やPHQ-2等の標準化され
た指標を取り入れた点は、アウトカム指標としての
信頼性と妥当性を高めるものであり、今後の国際比
較や継続的モニタリングにも資する。 
さらに、パイロット調査を通じた実施可能性の検

証や、患者市民パネル・患者会・学会等の関係者か
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らのフィードバックを踏まえた調整プロセスは、調
査の社会的受容性と臨床への適応性を高める重要な
取り組みであり、第4期がん対策推進基本計画が掲げ
る「誰一人取り残さないがん対策」の理念に合致す
る。 
なお、本調査は全数調査を基本とすることから、

結果の解釈に際しては回答率やサンプルバイアスへ

の留意が必要であり、今後の分析においては二次利

用研究として詳細な解析を行うことで、政策提言に

つながる知見の抽出が期待される。 
 

E．結論 
本研究においては、小児がん患者およびその家族

の診療体験を把握するための第2回小児版患者体験
調査の計画を立案した。調査対象の定義、調査手法、
調査項目の設計および集計方法について、専門家お
よび関係団体との協議と合意形成を経て、科学的か
つ倫理的に妥当な調査計画を策定した。 
本調査は、第4期がん対策推進基本計画の評価にお

いて、特に小児がん領域における患者・家族の視点

を反映する貴重なデータソースとして活用されるこ

とが期待される。今後、調査結果の分析を通じて、

小児がん医療の質の向上、支援体制の整備、政策形

成への実証的貢献につなげることが求められる。 
 

F．健康危険情報 
特になし 

 
G．研究発表 

なし 
１．論文発表 

なし 
 

２．学会発表 
なし 

 
H.知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
 1.特許取得 

なし 
 

 2.実用新案登録 
なし 
 

 3.その他 
なし 
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表 1. 対象者定義 
 
※1 院内がん登録症例情報のうち、20 歳未満は小児がん患者全体（全国がん登録）の 83%をカバー 
※ 2  院 内 が ん 登 録 標 準 登 録 様 式  2016 年 版

https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/can_reg/hospital/pdf/2016manual.pdf 

院内がん登録症例情報 
※1 

情報項目 ※2 該当コード 

1 当該施設で初回治療 420 症例区分              (P36) 20 自施設診断・自施設初回治療継

続 
30 他施設診断・自施設初回治療開

始 
2 全悪性腫瘍患者 
  上皮内がん除く 

320 病理診断《形態コード》 
細胞型4桁＋性状コード1桁＋分化

度コード 1 桁 
計 6 桁数字        （P26） 

コードのうち 性状コード 1 桁＝3 

3 告知あり 470 病名の告知の有無   （P40） 1 病名の告知あり 

4 多重がんの場合 900 病院等の名称 ＋ 
100 診療録番号 （患者番号）＋ 
110 重複番号       （P14） 

110 重複番号＝1 で抽出 
 変数統合で患者ユニーク番号生

成 
 複数施設登録の場合は除外不可 
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表 2. 対象者基準 
  

H31 調査 R6 調査 備考 

院内がん登

録症例 
2014（長期フォローアッ

プ） 
2016 
2 年分症例  
対象 97 施設/2511 名 
有効回答 1029（40％） 

2021 
2022  
2 年分症例 
363 施設/4306 名 
回収想定  1722 名 

前回調査 
長期フォローアップ想定で2014対象

とした 
治療終了・経過観察 81.2% 
治療中 4.3% 
死亡 10.0%  
連続 2 年分症例対象で行う 

年齢 18 歳以下 18 歳未満  成人年齢の変更により成人調査は 18
歳以上のため変更 

回答者 保護者 保護者または 
13 歳以上の回答可能な本

人  

本人回答含める 
本人回答対象年齢は、13 歳以上かつ

回答可能な場合 
非がん対象 5 名 

告知マスキングのため 
なし 保護者への未告知は想定されにくい

ためナシとする 
但し「がん」の表現に抵抗感を感じる

可能性があるため、説明文書の表現は

工夫する 
対象外施設

基準 
施設登録数 3 症例以下 
施設が不適切と判断した

患者 
（除外基準の定義なし） 

施設除外なし（全数） 
施設不適切の判断患者 

施設フィードバックでは症例数で制

限など工夫 
前回同様 死亡の場合も対象とする 
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研究要旨 
本研究は、第3回患者体験調査のデータを用いて、がん診断時に就労していた患者における就労継

続の実態とその関連要因を明らかにすることを目的とした。調査は、全国の院内がん登録集計施

設において、2021年に診断治療を開始した成人がん患者を対象に実施され、本人回答かつ就労者

4,692名を解析対象とした。主なアウトカムは就労継続の有無とし、多変量ロジスティック回帰に

より関連要因を分析した。結果、就労継続率は84.5%であり、65歳以上（調整オッズ比[aOR]：
0.41(95%CI 0.26-0.54)）、女性（aOR：0.73(95%CI 0.54-0.98)、治療の断念・変更あり（aOR:0.34 
(95%CI 0.14-0.82)、相談支援センターを知っている（aOR:0.72 (95%CI 0.52-0.99)）では有意に

継続している人が低下し、医療者からの就労継続についての説明の有り（aOR:2.07(95%CI 
1.57-2.73)）には有意に高かった。ただし、病状の要素を調整していないため、これが就労継続に

影響している可能性がある。一方で、医療者からの情報提供が就労支援に寄与する可能性も示唆

された。得られた知見は解析方法をさらに検討するとともに、今後のがん患者の就労支援政策に

おける基礎資料としていく。 
 
 
A．研究目的 
第3回患者体験調査は、2023年から施行された第

4期がん対策推進基本計画の中間評価の指標として
患者のがん診療の主観的評価の指標として重要な
役割を担っている。第4期がん対策推進基本計画で
は、「誰一人取り残さないがん対策を推進し、全て
の国民とがんの克服を目指す」ことを全体目標とし
ており、第2回患者体験調査にてわかった若年がん
患者への経済的負担感の強さや、就労支援の充実な
ど、診断治療の開発の推進だけではなく、患者の社
会経済的な支援の必要性についても施策として盛
り込まれている。 
特に、65歳未満の患者においては、就学、就労、

子育てなど様々なライフイベントが重なっており、
経済的な負担感や、就労の継続の重要性が高い。一
方で、がん患者における実態や、就労継続のための
要因について国内での全国規模の調査を用いて示
された知見は乏しい。 
本研究では、第3回調査患者体験調査のデータを

活用して、就労の継続や経済困難感をアウトカムと
して、実態の記述、及び、関連する要因について明
らかにした上で、どういったリソースを活用するこ
とで、がん患者の社会経済的な困りごとを解決でき
るのかについての政策における基礎資料とするこ
とである。 
 
 
B．研究方法 
本研究では、院内がん登録全国集計施設において、
2021年に診断治療開始された成人のがん患者を対
象として層化二段無作為抽出法を用いて実施され
た第3回患者体験調査のデータを二次的に利用して
分析を行った。 
同調査において、調査票に本人が回答した場合限定

し、かつ、がん診断時の就労にしていた人に対象者
を限定した。就労が継続できたかどうかを主要アウ
トカムとした。就労の継続は、退職、休職などのイ
ベントを問うた問41-1に対し、「上記のようなこと
はなかった」と回答した人、問41-1「休職・休業は
したが、退職・廃業はしなかった」人の内、現在の
状況を問うた問41-2②「復職した」と回答した人、
問41-1「退職・廃業した」人の内、問41-3②「再就
職・復業した」と回答した人と定義した。さらに、
性、年齢、周囲への相談の有無、医療者からの就労
継続についての説明の有無、相談支援センターの認
知度を共変量として多変量ロジスティック回帰分
析を行った。年齢は、ライフイベントや就労背景等
を考慮し、18-39歳、40-64歳、65歳以上の3区分に
分けて解析を行った。 
全国のがん患者を代表するように研究デザインを
元に作成した重みづけをした上で、集計および分析
した。本結果で示す割合や平均値はすべて重みづけ
を使用した補正値である。また、無回答は全て除外
した。 
なお、調査票や調査の概要等に関して別途国立がん
研究センターで公開している患者体験調査報告書
を参照されたい。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は国立がん研究センターおよび東京大学に
おいて倫理委員会の承諾を得ている。 
 
C．研究結果 
本調査では、32,716名に発送し14,917名から返送が
あった（回収率は45.6%）。そのうち、がんと診断
されたと回答した患者等に限定し、最終解析対象者
は、4,692名であった。さらに、年齢別には、40歳
未満は555名（補正値3.1%）、40-64歳は1910名（補
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正値43.3%）、65歳以上は2178名（補正値53.1%）
であった。また、性別は、男性2,473名（補正値55.
0%）、女性2210名（補正値45.0%）、その他2名（0.
0%）であった。 
がん診断時に就労していた人のうち、就労継続でき
ていたのは、84.5%％であった（40歳未満は88.9%、
40-64歳は90.2%、65歳以上は79.2%）。 
就労の継続ができたかどうかをアウトカムとして、
共変量を用いて分析した結果は次の表のとおりで
ある。 
 
 

 
調整

オッ

ズ比 

P値 
95%信頼区間 

下限 上限 

年齢区分 

  
40歳

未満 
ref    

 40-64

歳 

1.15 0.57 0.72 1.84 

 65歳

以上 

0.41 0.00 0.26 0.66 

性別 

 男性 ref    

 女性 0.73 0.04 0.54 0.98 

がん診療連携拠点等か 

 非拠

点 
ref    

 拠点 1.31 0.35 0.75 2.30 

治療の断念・変更の有無 

 なし ref    

 あり 0.34 0.02 0.14 0.82 

周囲への相談の有無 

 なし ref    

 あり 0.99 0.93 0.73 1.33 

医療者から就労継続についての説明の有無 

 なし ref    

 あり 2.07 0.00 1.57 2.73 

相談支援センターの認知 

 知ら

ない 
ref    

 
知っ

てい

る 

0.72 0.05 0.52 0.99 

 
 
D．考察 
本研究は、全国のがん患者を対象として層化二段無
作為抽出法によりサンプリングしたため、代表性の
高い調査である。がん診断時に就労していた人のう
ち、就労継続できていたと回答したのは84.5%％で

あり、年齢が65歳以上では他の年齢区分と比較して、
その割合が79.2%と少なくなっていた。 
がん診断時の就労継続においては、65歳以上（調整
オッズ比[aOR]：0.41(95%CI 0.26-0.54)）、女性（a
OR：0.73(95%CI 0.54-0.98)、治療の断念・変更あ
り（aOR:0.34 (95%CI 0.14-0.82)、医療者からの
就労継続についての説明の有り（aOR:2.07(95%CI
 1.57-2.73)）、相談支援センターを知っている（a
OR:0.72 (95%CI 0.52-0.99)）と統計学的有意差が
みられた。65歳以上の高齢者は、一般的に65歳が
企業の退職年齢であり、かつ、年金受給も可能であ
る一方で、体力的な側面もあり、就労継続が難しい
ことが考えられる。相談支援センターを知っている
人の方が、社会的な支援を受けられるため、就労継
続につながると仮説を立てたが、今回の結果からは、
相談支援センターを知っている人の方が就労継続
が少なかった。就労の継続には、病状も関連してい
ると考えられる。つまり、相談支援を知っているほ
ど病状が悪かったことから、就労の継続につながら
なかったということも可能性として考えられる。一
方で、医療者から何かしら就労継続についての話が
あった人ほど就労が継続できていることから、その
人の年齢等に関係なく、がん患者へ就労の有無や、
就労している場合は仕事をすぐに辞めずとも休職
や休業の可能性等についての情報提供をすること
の重要性を示唆している一方で、やはり病状が軽い
ことに関連している因子を見ている可能性も否定
できない。今後、病状を調整したより精緻な分析が
必要であると考えられる。 
 
 
E．結論 
本研究は、第３回患者体験調査のデータを二次利用
して就労の継続についての実態および関連する要
因について分析を行った。 
65歳以上、女性、経済的困難感、相談支援センター
の認知度、医療者からの就労継続の説明が就労継続
に関連していることがわかった。 
今後、就労しているがん患者や、その経済的な負担
について分析を行う予定である。 
 
 
 
F．健康危険情報 
  特になし 
 
 
 
G．研究発表 
１．論文発表 
なし 
 
２．学会発表 
なし 
 
 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
１．特許取得 
なし 
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２．実用新案登録 

なし 

 
３．その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

患者視点のデータと医療データを用いた医療の質評価方法の開発 

 

研究分担者 森島敏隆 大阪国際がんセンター・がん対策センター疫学統計部長 

研究分担者 東尚弘 東京大学大学院医学系研究科(医学部)・公衆衛生学分野・教授 

研究分担者 加藤元博 東京大学・医学部附属病院小児科・教授 

研究分担者 掛地吉弘 神戸大学・大学院医学研究科 外科学講座 食道胃腸外科学分野・

教授 

研究分担者 増田昌人 琉球大学・琉球大学病院がんセンター・特命准教授 

研究分担者 中澤葉宇子 国立がん研究センター・がん対策研究所がん政策評価研究部 指

標モニタリング評価研究室・室長 

研究分担者 鈴木達也 国立がん研究センター・がん対策研究所がん医療支援部・部長代

理 

研究分担者 南哲司 国立がん研究センター・がん対策研究所がん医療支援部・研究員 

研究協力者 花房真理子 国立がん研究センター・がん対策研究所コホート研究部・研究員 

 

研究要旨 

本研究では第4期がん対策推進基本計画に定められた医療の質に関する個別目標について、全国の

がん診療連携拠点病院等の医療データに基づいて診療の実態を捕捉し、医療の質の評価と第4期計画の

進捗管理に必要な評価指標の開発と改善を行うことを目的とした。 

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会・がん登録部会が窓口となり、「がん診療均てん化のため

の臨床情報データベース構築と活用に関する研究」班が実務を担当して収集・構築している、全国の同意

のある院内がん登録全国集計参加施設における院内がん登録とDPCデータのリンケージデータベースを

二次利用して、がん患者とがん診療の捕捉・同定を行った。診療ガイドライン・エビデンス・社会通念で推

奨・要請される標準治療・診療行為・診療過程をもとにがん診療の質の評価指標を立案・策定し、わが国全

体のがん診療の質を実測した。 

 
Ａ．研究目的 
令和5年3月に策定した第4期がん対策推進基本

計画（以下「第4期計画」という）では、ロジックモデル

に基づいて、がん対策を評価することとされている。

これまで、申請者らの所属機関では、平成27年度厚

生労働省がん臨床研究事業及び平成30年度厚生

労働省委託事業として成人がん患者を対象とした患

者体験調査を実施し、令和元年度には小児患者体

験調査を行ってきた。これらの患者体験調査のデー

タは、がん対策推進基本計画の中間評価等におい

て評価指標として活用されてきた。また、令和2〜4

年度厚生労働省がん対策推進総合研究事業「次期

がん対策推進基本計画に向けた新たな指標及び評

価方法の開発のための研究」（研究代表者 東尚

弘）では、患者体験調査等の評価指標に関する調

査・解析を行い、患者体験調査の方法論や測定結

果に基づくがん対策の推進に関する検討を行って

きた。 

本研究では、これまでの取組を踏まえ、第4期計

画の策定時に定められた個別目標の評価指標につ

いて、患者体験調査等の患者視点のデータに加え

て、レセプトデータやがん登録等から得られるデー

タ（以下「医療データ」という）を含めた医療の質の評

価に関する検討を行い、第4期計画の進捗管理に

必要な評価指標の開発や指標の改善を目的とした。

本分担課題では、医療データを用いた医療の質評

価指標の開発を行った。本報告書は本研究2年目

のものである。 

 

Ｂ．研究方法 

＜データクリーニング・データセット整備＞ 

医療の質の評価のための客観的な指標は重要

である。そこで、都道府県がん診療連携拠点病院

連絡協議会・がん登録部会が窓口となり、「がん診

療均てん化のための臨床情報データベース構築と

活用に関する研究」班がデータ収集・分析などの実

務を担当する、全国の同意のある院内がん登録全

国集計参加施設における院内がん登録と「ＤＰＣの
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評価・検証等に係る調査」（以下「DPC データ」とい

う）のリンケージデータベースを二次利用した。 

がん登録等の推進に関する法律、およびこれに

基づく院内がん登録の実施に係る厚生労働大臣指

針を根拠に、院内がん登録は各施設において実施

され、各施設は同法・指針に基づいて個人が特定

できない状態の連番を施設内で割り付けた状態で、

毎年国立がん研究センターに提出し、国立がん研

究センターが院内がん登録全国集計を実施してい

る。院内がん登録はこの連番によって管理され、連

番と個人識別情報（氏名、診療録番号など）を結ぶ

対応表は各施設が内部で保持しているので、国立

がん研究センターに収集され研究で扱うデータから

はどの研究対象者の情報であるか容易に判別する

ことはできない。対応表は各施設の内部において

施設の情報管理方針に従い、診療情報に準じた形

で管理されている。 

＜対象病院＞ 

全国のがん診療連携拠点病院、地域がん診療

病院、その他、都道府県の推薦を受けるもしくは任

意で院内がん登録を国立がん研究センターへ提出

している施設のうち、「がん診療均てん化のための

臨床情報データベース構築と活用に関する研究」

への参加に同意している全施設（令和元年症例で

591 施設）。 

＜対象者＞ 

「がん診療均てん化のための臨床情報データベ

ース構築と活用に関する研究」で収集されている院

内がん登録＋DPC データの全がん種、全ステージ

のがん患者についてのデータを二次利用した。対

象症例数は 1 施設あたり年間 800 例～5000 例で、

対象全施設で年 80 万例程度と推定される。各指標

ごとに、対象症例の選択基準と除外基準を設定し

た。 

＜医療の質評価指標の作成＞ 

院内がん登録＋DPC データから計測可能な指

標を考案し、指標値を算出した。診療ガイドライン・

エビデンス・社会通念で推奨・要請される標準治

療・診療行為・診療過程をもとに令和 5 年度までに

定義された医療の質の評価指標を利用した。本研

究 2 年目である令和 6 年度に、第 4 期計画のベー

スライン値として、令和 3 年診断症例の数値を算出

した 

加えて、令和 6 年度に、院内がん登録＋DPC デ

ータを利用して算出できる新規の評価指標を立案・

定義した。 

＜倫理的配慮＞ 

本研究に関係するすべての研究者は、ヘルシン

キ宣言の精神、および「人を対象とする生命科学・

医学系研究に関する倫理指針（令和 5 年 3 月 27

日一部改正、厚生労働省・文部科学省・経済産業

省）」に従って本研究を実施した。 

本研究は侵襲及び介入を伴わない研究であり、

人体から取得した試料も用いない研究である。本研

究は、「がん診療均てん化のための臨床情報デー

タベース構築と活用に関する研究」 で収集され、

利用・提供を拒否されていない情報を二次利用し

た。一般向けホームページに本研究の実施を公開

し、研究対象者（未成年等を対象とする場合は代諾

者を含む）に拒否の機会を与えた。 

 

Ｃ．研究結果 

＜データクリーニング・データベース構築＞ 

「がん診療均てん化のための臨床情報データベ

ース構築と活用に関する研究」において、同意のあ

る院内がん登録全国集計参加施設における院内が

ん登録全症例と、診断前年 10 月〜診断 2 年後 3

月までの期間の DPC データを、院内がん登録全国

集計提出時と同じ連番を施設内で付した状態で各

施設から収集し、国立がん研究センター内で院内

がん登録と DPC データとをリンクしたデータベース

を作成している。毎年これを行ってデータを蓄積し

ている。 

＜医療の質評価指標値の算出＞ 

指標は特定のがん種に関するものと、化学療法

時の支持療法などの臓器横断的なものがある。診

療ガイドライン等で推奨される標準治療等とされる

診療の実施割合であれば、分母は対象患者を記述

し、分子はそれらの患者に対して推奨される診療行

為等を記述している。統計値であれば、対象患者を

記述し、それらの患者に対して統計手法を用いて

数値を算出した。算出した指標値とその定義を表１

に示す。 

＜新規の医療の質評価指標の作成＞ 

指標は特定のがん種に関するものと、チーム医

療などの臓器横断的なものがある。診療ガイドライ

ン等で推奨される標準治療等とされる診療の実施

割合であれば、分母は対象患者を記述し、分子は

それらの患者に対して推奨される診療行為等を記

述している。作成した指標とその定義の一部を表 2

に示す。 

 

Ｄ．考察 

本研究ではこれまでの主に患者の主観的評価に

基づく取組を踏まえ、第4期計画に定められた医療

の質に関する個別目標について、医療データに基

づいて医療の質の客観的な評価に関する検討を行

い、第4期計画の進捗管理に必要な評価指標の開

発や指標の改善を行うことを目的としている。令和6

年度に、第4期計画のベースライン値として、令和3

年診断症例の指標値を算出した。第4期計画の効

果を評価する中間評価に向けての基礎資料を本研

究から提供することにより、より根拠に基づき整理さ

れた効果的かつ継続的な対策につなげるための検
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討となる。 

医療データを用いた医療の質評価の指標の開

発を推進することにより、より客観的な指標による評

価が可能となり、対策効果の可視化につながる。が

ん対策の進捗の評価のロジックモデルを充実させる

ために、令和5年度までに作成・定義した評価指標

に加えて、令和6年度に評価指標を新規で作成・定

義した。評価指標の都道府県や医療機関での実装

にむけて、関係各所と調整・合意を得る取り組みを

行う。医療者と患者の両視点からの指標の開発を

すすめることで、総合的な効果検証が期待できる。 

 

Ｅ．結論 

本研究により、患者視点によるデータと医療デー

タの両側面から、がん対策の進捗評価を行うことで、

科学的根拠に基づく第4期計画の評価を可能とす

るとともに、対策の効果の可視化が期待される。 
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表１．医療の質評価指標の算出値 

指標 分母、または対象症例 分子、または統計解析方法 全国値 

診断から手術までの日

数 

選択基準 
 全がん種 
 自施設初回治療開始 
 自施設で外科的治療または鏡視下治療を実施 
 最初のがん治療が外科的治療または鏡視下治療 
除外基準 

 診断日から外科的治療の施行日または鏡視下治

療の施行日までの日数が 121 日以上 
 診断日と外科的治療の施行日が同じ日 
 診断日と鏡視下治療の施行日が同じ日 

統計解析：診断日から外科的治

療の施行日または鏡視下治療

の施行日までの日数の平均値 

41.4 日 

放射線治療関連 QI（拠

点病院等における標準

的治療の実施割合） 

分母の選択基準 

 乳がん 
 自施設初回治療開始 
 年齢が 70 歳以下 
 自施設で外科的治療を実施 

 乳房部分切除術を実施 

分母の除外基準 

 術後病理学的ステージ IV 

 非上皮性組織 

 乳房切除術を実施 

 術前の放射線療法あり 

分子の選択基準 

 術後化学療法なしの場

合 

 手術日から 140 日以

内に自施設で放射

線療法を実施 

 術後化学療法ありの場

合 

 手術日から 240 日以

内に自施設で放射

線療法を実施 

77.5% 

手術から放射線治療開

始までの期間 

選択基準 
 乳がん 
 自施設初回治療開始 
 年齢が 70 歳以下 
 自施設で外科的治療を実施 
 乳房部分切除術を実施 
 自施設で術後の放射線療法を実施 
除外基準 
 術後病理学的ステージ IV 

 非上皮性組織 

 乳房切除術を実施 

 術前の放射線療法あり 
 手術と同一日に放射線療法を実施 

統計解析：術後化学療法なしの

場合とありの場合の各場合で、

外科的治療の施行日から放射

線療法の施行日までの日数の

平均値 術後化学療

法なし 
52.3 日 

術後化学療

法あり 
194.9 日 

化学療法/薬物療法関

連 QI（拠点病院等にお

ける標準的治療の実施

割合） 

分母の選択基準共通 

 上皮性組織 

 自施設初回治療開始 

 自施設で外科的治療または鏡視下治療を実施 

分母の除外基準共通 

 術前の化学療法あり 

 大腸の選択基準追加：術後病理学的ステージ III 

大腸の分子：術後 8 週間以内に

5FU+LV, UFT+LV, FOLFOX, 

Cape, CapeOX, S-1 のいずれか

を実施 

 

胃の分子：術後に CapeOX, S-1, 

S-1+DTX 療法, SOX のいずれか

大腸 53% 
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 胃の選択基準追加：術後病理学的ステージ II or 

III、手術日から 6週以内に退院 

 胃の除外基準追加：pT1、pT3N0 

 肺の選択基準追加：非小細胞がん、術後病理学的

ステージ II or IIIA 

 肺の除外基準追加：姑息的手術、pT4N2M0、pN3、

pTX、pT 不明、pNX、pN 不明、pMX、pM 不明 

を実施 

 

肺の分子：術後にシスプラチ

ン・カルボプラチン・ネダプラ

チンのいずれかを含む化学療

法を実施 
胃 67% 

肺 40% 

遅延なく化学療法が行

えているか（例：術後

化学療法における手術

から化学療法まで、あ

るいは、進行例におけ

る診断から化学療法ま

での期間）*7 

分母の選択基準共通 

 上皮性組織 

 自施設初回治療開始 

 自施設で外科的治療または鏡視下治療を実施 

 術後の化学療法あり 

分母の除外基準共通 

 術前の化学療法あり 

 大腸の選択基準追加：術後病理学的ステージ III 

 大腸の選択基準追加：術後に 5FU+LV, UFT+LV, 

FOLFOX, Cape, CapeOX, S-1 のいずれかを実施 

 胃の選択基準追加：術後病理学的ステージ II or 

III、手術日から 6週以内に退院 

 胃の選択基準追加：術後に CapeOX, S-1, S-1+DTX

療法, SOXのいずれかを実施 

 胃の除外基準追加：pT1、pT3N0 

 肺の選択基準追加：非小細胞がん、術後病理学的

ステージ II or IIIA 

 肺の選択基準追加：術後にシスプラチン・カルボ

プラチン・ネダプラチンのいずれかを含む化学療

法を実施 

 肺の除外基準追加：姑息的手術、pT4N2M0、pN3、

pTX、pT 不明、pNX、pN 不明、pMX、pM 不明 

統計解析：外科的治療または鏡

視下治療の施行日から化学療

法の施行日までの日数の平均

値 

大腸 44.6 日 

胃 43.8 日 

肺 55.5 日 

支持療法に関する標準

診療を実施された患者

の割合 

分母の選択基準 

 自施設初回治療開始 

 診断時 20 歳以上 

 自施設で化学療法を実施 

 催吐高リスクの抗がん剤のいずれかを含む化学

療法を実施：イホスファミド、エピルビシン、シ

スプラチン、ストレプトゾシン、ダカルバジン、

ドキソルビシン、EC 療法、AC 療法、シクロフォ

スファミド 

分母の除外基準 

 胆道がん 

 手術日と同日の化学療法 

 胸腔・腹腔・心嚢ドレナージと同日の化学療法 

 動注化学療法と同日の化学療法 

 化学療法より 3 週間以内に造血幹細胞移植を実

施 

分子の選択基準 

 NK1 受容体拮抗薬（注射

薬または経口薬）、5－

HT3 受容体拮抗薬（注射

薬または経口薬）、デキ

サメサゾンまたはその

他ステロイド（注射薬ま

たは経口薬）の 3 剤併用

療法を実施 
91.5% 

がん患者でリハビリテ

ーションを受けた患者

の割合 

分母の選択基準 

 全がん種 

 自施設初回治療開始 

分子の選択基準 

 リハビリテーション料

を算定。リハビリテーシ

ョンの対象疾患は不問 

42.4% 

我が国に多いがんの術

後短期死亡率 

分母の選択基準 
 自施設初回治療開始 
 自施設で外科的治療または鏡視下治療を実施 

分子の選択基準 

 手術から 30 日以内に死

亡 

大腸 0.41% 

肺 0.32% 

胃 0.37% 

乳 0.02% 

前立腺 0.04% 
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肝 0.58% 

胆のう・胆管 0.89% 

膵 0.42% 

 
 
表２．医療の質評価指標の作成 

分野 指標 分母の選択基準 分子の選択基準 

医療提供体制の均

てん化・集約化 

セカンドオピニオンを

受診した患者の割合 

 全がん種 

 自施設診断 

 診断日から 90日以内に診療

情報提供料 II を算定 

手術療法・放射線療

法・薬物療法 

注射化学療法で無菌製

剤処理を行った割合 

 

 全がん種 

 自施設初回治療開始 

 化学療法あり 

 注射の抗がん剤を投与 

 化学療法開始日と同じ日に

無菌製剤処理料１を算定 

チーム医療の推進 看護師が治療方針の意

思決定をサポートした

割合 

 全がん種 

 自施設初回治療開始 

 診断日から 120 日以内にが

ん患者指導管理料イ（共同

診療方針等を文書等で提

供）を算定 

支持療法の推進 リンパ浮腫を予防した

割合 

 乳がんで腋窩部郭清を伴

う手術、または子宮体が

ん・子宮頸がん・卵巣がん

で鼠径部若しくは骨盤部

のリンパ節郭清を伴う手

術あり 

 手術日の前月から翌月の間

にリンパ浮腫指導管理料を

算定 

希少がん及び難治

性がん対策 

膵がんにおいて標準的

化学療法を実施した割

合 

 膵がん 

 Stage (p を優先) I or II 

or III or IV 

 自施設初回治療開始 

 化学療法あり 

 診断日から 120 日以内に

GEM 、 S-1 、 nabPTX 、

FOLFIRINOX のいずれかを実

施 

高齢者のがん対策 入院中に高齢者機能評

価を行った割合 

 全がん種 

 診断時 65 歳以上 

 自施設初回治療開始 

 診断日から 365日以内に 1

回以上入院 

 診断日から 365 日以内に総

合機能評価加算を算定 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
第4期計画の目標値の試行的策定 

           
研究分担者 伊藤ゆり 大阪医科薬科大学 総合医学研究センター医療統計室 准教授 
研究分担者 東 尚弘 東京大学社会医学専攻公衆衛生学分野 教授 
研究協力者 市瀬 雄一 東京大学社会医学専攻公衆衛生学分野 大学院生 
研究協力者 福井 敬祐 関西大学 社会安全学部 安全マネジメント学科 准教授 
研究協力者 片岡 葵 神戸大学大学院医学研究科 未来医学講座分子疫学分野 特命助教 
研究協力者 菅 香織 大阪医科薬科大学 総合医学研究センター医療統計室 研究支援者 

                                                                                               
研究要旨 
国の第 4 期がん対策推進基本計画では、ロジックモデルに基づき各個別施策と中間アウ

トカム、分野別アウトカム、最終アウトカムへの道筋が示され、その進捗評価を行う必要

がある。本研究では各指標間の関連性や目標値設定の可能性について検討することを目的

とした。令和 6 年度は(1)最終アウトカムと各種指標との関連から目標値設定の手法に関す

る検討と(2)目標値に与える可能性のある、がん患者等の社会的な問題における試行的分析

を行った。 
(1)対数線形回帰や非負値行列因子分解、Age-Period-Cohort Model による将来予測といっ

た手法を検討した。指標間の関連性に基づく目標値設定は、シンプルな関連性の検討や合

成指標の作成、将来予測を組み合わせる方法が有効と考えられたが、今後は実データによ

るさらなる検証が必要である。(2)目標値に与える可能性のあるがん患者の社会的問題に関

する試行的分析においては、平成 30 年度の患者体験調査データを用い、経済毒性（治療費

用負担による治療変更・断念や生活への影響）を有する患者割合が、がん種別に異なるか

を多変量解析（修正ポアソン回帰）で分析した。経済毒性は男女とも約 30％の患者が該当

し、男性で最も高いリスクを示したがん種は悪性リンパ腫/白血病（PR = 1.35 ［95% CI， 
1.12-1.64］）であった。今後は個別施策アウトプット指標との関連も含めて目標値設定の

可能性を検討していく。 
 
Ａ．研究目的 
 令和5年3月に閣議決定された国の第4期がん対策
推進基本計画において、国は「誰一人取り残さない
がん対策を推進し、全ての国民とがんの克服を目指
す。」を全体目標に掲げ、ロジックモデルによる最終
アウトカムは75歳未満年齢調整死亡率をはじめ、が
ん種別年齢調整死亡率、年齢調整罹患率、5年生存率
などが多様に設定された。しかし、各種対策におい
て具体的な数値目標が設定されているのは「がんの2
次予防（がん検診）」の検診受診率60％、精検受診率
90％のみであり、他の個別目標に関しては、計測す
べき指標が整理されているものの、具体的な目標値
設定はなされていない。また、ロジックモデルの中
での連結されている各指標間の関連についての検討
も十分でないものある。そこで、本研究では、各種
分野の指標において、指標間の関連性に基づき、目
標値設定の可能性について、方法論及び各指標間の
関連性について試行的な検討を行う。 
 
(1) 最終アウトカムと各種指標との関連から目標値
設定を行う手法に関する検討 
 75歳未満の全がん年齢調整死亡率は最終アウトカ
ムの中でも最も重視される指標であり、この指標に
関しては第二期がん対策推進基本計画では20％減と
いう数値目標が設定されていた。また、第三期計画

においては、多くの都道府県で全体目標の指標とし
て使用され、各県の状況に合わせた目標値設定がな
された。例えば、第三期大阪府がん対策推進計画に
おいては、75歳未満の年齢調整死亡率の推移から、
現状のままの対策での減少の程度を将来推計し、そ
れに対策により、減少を加速させるとして、目標値
が設定された。目標値を設定する上で、現状の死亡
率や罹患率のトレンドを確認することは重要である。
令和6年度は最終アウトカムの一つである75歳未満
の全がん年齢調整死亡率の目標値設定において、他
の指標との関係を用いた方法の検討を行うことを目
的とした。 
 
(2) 目標値に与える可能性のあるがん患者の社会的
問題に関する試行的分析 
 がんとの共生分野において、患者体験調査から得
られる指標が多く存在する。そこで、本研究では各
指標間の関連性を評価し、特にがん種における差を
検討し、目標値設定の可能性についての検討を行う
ことを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
(1) 最終アウトカムと各種指標との関連から目標値
設定を行う手法に関する検討 
 最終アウトカムの最も重要な指標である年齢調整

51



 

死亡率とそれに関係する各種指標との関連から、各
指標の達成度により、死亡率を予測するような方法
があるかを調査し、整理した。 
 
＜使用する変数＞ 
目的変数：75歳未満全がん年齢調整死亡率など 
説明変数：個別施策のアウトプット指標、中間アウ
トカム、分野別アウトカム 
 
(2) 目標値に与える可能性のあるがん患者の社会的
問題に関する試行的分析 
 平成30年度に実施された第2回患者体験調査のデ
ータを用いて、サバイバーシップ支援分野における
分野別アウトカムである経済・就労関連PRO（Pati
ent Reported Outcome）の「治療費用の負担が原
因で、がんの治療を変更・断念した」または「金銭
的負担が原因で生活に影響があった」のいずれかに
該当すると回答したがん患者を「経済毒性を有する
がん患者の割合」として算出し、特に、がん種別に
影響が異なるかを検討した。多変量解析には修正ポ
アソン回帰を適用した。 
 
Ｃ．研究結果 
(1)最終アウトカムと各種指標との関連から目標値設
定を行う手法に関する検討 
 都道府県別の最終アウトカムである75歳未満の全
がん年齢調整死亡率と関連する各種指標を抽出し、
その各種指標の変化により、アウトカムの改善が予
測できる関係式を構築する方法を検討した。いくつ
かの候補の方法を以下に挙げる。 
 
①対数線形回帰 

シンプルに各変数間の相関係数を検討し、対数線
形回帰分析により、最終アウトカムとの多変量の関
係式を構成する方法 
 
②非負値行列因子分解 

説明変数となる各指標が多数あるため、各指標を
いくつかのパターンに分類し、その合成変数とアウ
トカムとの関連を検討する。合成変数と最終アウト
カムとの関係を検討し、各種指標の目標値設定を行
う方法 
 
③将来予測と組み合わせた分析 
 令和5年度に検討した年齢調整死亡率の将来予測
で使用したAge-Period-Cohort Modelの年齢、時代、
出生年の各効果に関連する変数の交互作用を組み込
む方法 
 
 令和7年度は上記の手法に実際のデータを適用し、
目標値設定の可能性を検討する予定である。 
 
(2) 目標値に与える可能性のあるがん患者の社会的
問題に関する試行的分析 
 「治療費用の負担が原因で、がんの治療を変更・
断念した」または「金銭的負担が原因で生活に影響
があった」のいずれかに該当すると回答したがん患
者を「経済毒性を有するがん患者の割合」とし、回
答を全国の分布に重み付けすると男女とも約30％が
経済毒性の状況を有していた。 
 修正ポアソン回帰分析による解析では、男性で結

腸がんや肺がん、悪性リンパ腫/白血病、治療中、化
学療法、放射線療法、若年層で経済毒性を有するリ
スク（PR: Prevalence Ratio）が高かった。最も高
いリスクを示したがん種は悪性リンパ腫/白血病（P
R = 1.35 ［95% CI， 1.12-1.64］）であった。 
 女性では、経済毒性のPRは子宮頸がん/子宮体がん、
卵巣がん、悪性リンパ腫/白血病、治療中、化学療法、
放射線療法、若年層で高かった。 
 
Ｄ．考察 
 令和6年度は第4期がん対策推進基本計画における
ロジックモデルにおいて計測している指標に基づき、
目標値設定の可能性について、検討を行った。 
 最終アウトカムと各種指標との関連から目標値設
定を行う手法に関する方法は、シンプルな関連性か
ら検討する方法と数多くの指標を関連性のあるもの
でまとめた合成指標を作り、アウトカムとの関連性
を検討するスタイルや、将来推計と組み合わせた検
討などが考えられた。 
ロジックモデルでの各指標間の関連に関して、計

画時点で十分な検討がなされていないため、それぞ
れの指標に関しての目標値設定が可能であるかは、
今後実データによる分析を踏まえて検討を行う予定
である。 
がんとの共生におけるがん患者等の社会的な問題

への対策分野において、経済毒性と関連する項目が
がん種ごとに異なるかを検討した。特に男性で悪性
リンパ腫患者で、経済毒性に関連していることが明
らかとなった。今後、さらに関連する個別施策のア
ウトプット指標との関連を合わせて検討し、目標値
設定の可能性をさらに検討していく。 
 
Ｅ．結論 
 令和6年度は第4期がん対策推進基本計画における
ロジックモデルで計測する指標により、死亡率など
最終アウトカムや各種指標の目標値設定の可能性に
ついての検討を行った。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 
 （発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
なし 
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伊藤 ゆり: 地域のがん生存率をがん対策に活かす. 
In: 日本がん登録協議会 第33回学術集会: 2024 6/
13; 島根 出雲市民会館: がん登録担当者研修会; 20
24. 
川崎 由華, 坂根 純奈, 高島 祐子, 伊藤 ゆり: 就労
世代の乳がん患者への療養・就労両立支援指導料算
定の実態 JMDC Claims Databaseによる分析. 
第32回日本乳癌学会学術総会: 2024 7/11; 宮城,仙
台国際センター: 口演; 2024. 
高島 祐子, 坂根 純奈, 木村 光誠, 岩本 充彦, 伊藤
 ゆり: 院内がん登録・DPCデータを用いた単施設に
おける乳がん患者への緩和ケア実施状況の客観指標
の検討. 第32回日本乳癌学会学術総会: 2024 7/11; 
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宮城, 仙台国際センター・東北大学百周年記念会館. 
伊藤ゆり: がん治療による社会的苦痛の現状～誰一
人取り残さないがん対策の視点から～. In: 日本緩
和医療学会第6回関西支部学術大会: 2024 9/28; 滋
賀県立県民交流センター: シンポジウム2. 治療中の
がん患者のつらさを和らげる～つらくないがん治療
を目指して～; 2024. 
菅 香織, 伊藤 ゆり, 井上 浩輔, 市瀬 雄一, 東 尚
弘, 近藤 尚己: がん患者・サバイバーにおける経済
毒性の要因: 第2回患者体験調査を用いた詳細分析. 
In: 第62回日本癌治療学会学術集会: 10/25 2024; 
福岡国際会議場: 会長特別企画7医療経済からがん
治療を考える. (PSP7-5); 2024. 
髙島 祐子,梶原 奈津子,菊尾 雅子,松本 吉史,浅石 
健,二瓶 圭二,伊藤 ゆり: 苦痛のスクリーニング・院
内がん登録・DPCリンケージデータを活用した研究
プロジェクトの紹介. In: 第12 回QOL-PRO研究会
学術集会: 2024 12/21; 関西医科大学  加多乃講堂;
2024. 

川崎由華, 西岡大輔, 太田将仁, 坂根純奈, 岡愛実子,
 高島祐子, 花房真理子, 藤阪保仁, 伊藤ゆり: 就労
世代のがん患者への療養・就労両立支援指導料算定
の実態. In: 第22回日本臨床腫瘍学会学術集会: 202
5 3/7 ; 神戸国際展示場 2号館1Fコンベンション
ホール: [Poster]; 2025.

3. 書籍

なし

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況
1. 特許取得
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2. 実用新案登録
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3.その他
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53


	別添資料１－４.pdf
	別添資料1_アセント文書.pdf
	K19311C-小児患者体験調査 B票用 同封書類-おもて
	K19311C-小児患者体験調査 B票用 同封書類-うら

	別添資料2_説明文書.pdf
	K19310C-小児患者体験調査 A票用 同封書類-おもて
	K19310C-小児患者体験調査 A票用 同封書類-うら

	別添資料3_小児患者体験調査 A票.pdf
	K19187D-小児患者体験調査 A票-01
	K19187D-小児患者体験調査 A票-02
	K19187D-小児患者体験調査 A票-03
	K19187D-小児患者体験調査 A票-04
	K19187D-小児患者体験調査 A票-05
	K19187D-小児患者体験調査 A票-06
	K19187D-小児患者体験調査 A票-07
	K19187D-小児患者体験調査 A票-08
	K19187D-小児患者体験調査 A票-09
	K19187D-小児患者体験調査 A票-10
	K19187D-小児患者体験調査 A票-11
	K19187D-小児患者体験調査 A票-12
	K19187D-小児患者体験調査 A票-13
	K19187D-小児患者体験調査 A票-14
	K19187D-小児患者体験調査 A票-15
	K19187D-小児患者体験調査 A票-16
	K19187D-小児患者体験調査 A票-17-裏表紙(裏)
	K19187D-小児患者体験調査 A票-18-裏表紙

	別添資料4_小児患者体験調査 B票.pdf
	K19188D-小児患者体験調査 B票-01
	K19188D-小児患者体験調査 B票-02
	K19188D-小児患者体験調査 B票-03
	K19188D-小児患者体験調査 B票-04
	K19188D-小児患者体験調査 B票-06
	K19188D-小児患者体験調査 B票-07
	K19188D-小児患者体験調査 B票-08
	K19188D-小児患者体験調査 B票-09-裏表紙(裏)
	K19188D-小児患者体験調査 B票-10-裏表紙


	総括・分担報告書_まとめ250527.pdf
	研究分担者　中澤葉宇子　国立がん研究センターがん対策研究所　がん対策評価研究部　指標ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ評価研究室・室長
	研究分担者　加藤元博　東京大学　医学部附属病院小児科・教授
	研究分担者　東尚弘　東京大学　大学院医学系研究科　公衆衛生学分野・教授




